
支部間のインセンティブ制度について 

 １．医療保険者におけるインセンティブ制度の見直しについて 

   昨年の医療保険制度改革において、後期高齢者支援金の加算・減算制度について、予防・健康づくり等

に取り組む保険者に対するインセンティブをより重視するための仕組みへと見直し、平成30年度から開始

することとされた。   

    ※ 別紙１ 本資料４ページ（第63回全国健康保険協会運営委員会（平成27年１月30日)資料） 

 ２．医療保険者におけるインセンティブ制度で用いる評価指標について 

  (1) 厚生労働省の検討会においてまとめられた共通指標 

    １の方針を受けて、本年１月に、厚生労働省の検討会において、全ての保険者が共通的に取り組むべ 

き評価指標がとりまとめられており、今後、保険者種別毎の具体的な評価指標を検討することとされて 

いる。   

    ※ 別紙２ 本資料７ページ（第73回全国健康保険協会運営委員会（平成28年１月29日)資料と同内容） 

 

    (2) 他保険者の検討状況（6月16日時点） 

   ① 健康保険組合・共済組合 

     厚生労働省保険局に設置されている後期高齢者支援金の加算・減算制度検討ワーキンググループに 

おいて、議論が４回程度行われている（指標の候補はできていない状況）。 

   ② 国民健康保険・後期高齢者医療 

     平成28年４月28日に評価指標の候補（別紙２ 本資料11ページ、13ページ）を公表。 
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 (1) 協会けんぽにおけるインセンティブ制度の枠組み（現時点の案） 

  ○ 協会けんぽにおいても、前頁の医療保険制度改革等の趣旨に沿って、予防・健康づくり等に取り 

組む各支部に更なる保険者機能の発揮を促すことなどを目的として、新たに支部間のインセンティ 

ブ制度を検討する必要がある。 

 

  ○ 協会けんぽにおけるインセンティブ制度においては、以下の理由から、都道府県単位保険料率の 

うち後期高齢者支援金に係る部分に評価指標を反映することを想定しているが、今後ご議論いただ 

きたい。 

   ・ 今回のインセンティブ制度が現行の後期高齢者支援金に係る加算・減算制度に代わるものであ 

ること 

   ・ 適正化の取組みにより協会全体で将来負担する後期高齢者支援金の負担軽減にも資すること など 

    

  ○ 評価指標や具体的な調整方法等についても、厚生労働省において検討が進められている健康保険 

組合や共済組合、国民健康保険等の検討状況も見ながら、年度内の決定を目途に運営委員会におい 

てご議論いただきたい。 

 
 
 (2) 協会けんぽにおける評価指標及び評価方法に係る主な論点 

   ① 加算・減算制度とは別の協会内でのインセンティブ付与の仕組み 

   ② 共通の評価指標の具体化（例えば指標に係る数量化の方法） 

   ③ 共通指標以外の協会独自の評価指標を設けるかどうか  

   ④ 保険者機能強化アクションプランの評価・検証等他の評価との関係 

 

 ３．協会けんぽにおける対応について 
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28年度 29年度 30年度 31年度 

 ４．今後のスケジュールについて 

   30年度の実績を、32年度の都道府県単位保険料率（30年度の都道府県単位保険料率の精算）に反映する

ことを想定。 

制度の枠組み 
決定 

30年度 
都道府県単位 
料率決定 

32年度 
都道府県単位 
料率決定 

30年度 
都道府県単位 
料率の精算 

指標に係る30
年度の支部実
績の評価 

・運営委員会で議論 

・支部の意見聴取 

 ５．その他 

   インセンティブ制度の検討に並行して、都道府県単位保険料率において全支部同一の料率としている債

権回収の実績について、支部ごとの実績を反映することも、併せてご議論いただきたい。 

本格運用 試行的運用 
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○データヘルスの取組の普及を踏まえ、保険者が保健事業を行うに当たっては、レセプト･健診データ等を活用した分析に
基づき効果的に実施することとする（データヘルスの推進）。国は指針の公表や情報提供等により保険者の取組を支援。 

○全国のレセプト･健診データを集積したナショナルデータベース(NDB)の充実を図る。また、NDBを用いた分析結果を国民
や保険者にわかりやすく公表。 

○保険者による健診データの保存期間を延長。また、被保険者が異動した場合の健診データの引継に関する手続きにつ
いて、被保険者の同意を前提としつつ、明確化。 

○保険者が、加入者の予防・健康づくりに向けた取
組に応じ、ヘルスケアポイント付与や保険料への
支援等を実施。 

※国が策定するガイドラインに沿って保健事業の中で
実施 

個人や保険者による予防・健康づくりの促進 

１．データを活用した予防・健康づくりの充実 

２．予防・健康づくりのインセンティブの強化 
（保険者） （個人） 

○後期高齢者支援金の加算･減算制度について、予防･健康づく
り等に取り組む保険者に対するインセンティブをより重視するた
め、多くの保険者に広く薄く加算し、指標の達成状況に応じて段
階的に減算(最大10％の範囲内)する仕組みへと見直し、平成
30年度から開始する（政省令事項）。 

・ 特定健診･保健指導実施率のみによる評価を見直し、後発医薬
品の使用割合等の指標を追加し、複数の指標により総合的に評
価する仕組みとする。 

・ 保険者の種別･規模等の違いに配慮して対象保険者を選定する
仕組みとするとともに、国保、協会けんぽ、後期高齢者医療につ
いて、別のインセンティブ制度を設ける。 

３．栄養指導等の充実 
○平成28年度から、後期高齢者医療広域連合において、市町村の地域包括支援センター、保健センター等を拠点として
栄養指導等の高齢者の特性に応じた保健事業を実施することを推進。 

○ヘルスケアポイントの付与 
 
 
 
 
 
 
 

健
保
組
合 

ヘルスケアポイント付与 

・歩数・体重を記録する 
・健康アンケートに答える 
・健康診断を受ける 

ポイント付与（例） 

加
入
者 

健康づくりへの取組 

  第63回全国健康保険協会運営委員会資料 
  資料２の抜粋 

別紙１ 
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保険者インセンティブの検討状況について 

平成28年4月13日 

資料６ 第19回保険者による 
健診・保健指導等に関する検討会 

別紙２ 
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